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補正項目 

補正項目及び補正箇所は下表のとおり。 

補正項目 補正箇所 

Ⅴ．添付書類 

Ⅴ-1 説明書 

Ⅴ-1-1-4-8-3-9 設定根拠に関する説明書（二酸

化炭素ボンベ） 

Ⅴ-1-1-4-3-43 設定根拠に関する説明書（原子炉

補機冷却系 原子炉補機冷却系

熱交換器） 

Ⅴ-1-1-4-3-44 設定根拠に関する説明書（原子炉

冷却材浄化系 非再生熱交換器） 

Ⅴ-2 耐震性に関する説明書 

Ⅴ-2-別添 1-7 二酸化炭素ボンベ設備の耐震計算

書 

Ⅴ-2-別添 1-8 二酸化炭素供給選択弁の耐震計算

書 

Ⅴ-2-別添 1-9 二酸化炭素消火設備制御盤の耐震

計算書 

Ⅴ-6 図面 

・原子炉冷却系統施設 原子炉補機冷却設備（原

子炉補機冷却系）の構造図 原子炉補機冷却系

熱交換器【「原子炉補機冷却系熱交換器」は，昭

和49年 12月 3日付け 49資庁第 19356号にて認

可された工事計画の添付図面「第 2-1-2 図 原

子炉補機冷却系熱交換器組立断面図」による】

・原子炉冷却系統施設 原子炉冷却材浄化設備

（原子炉冷却材浄化系）の構造図 非再生熱交

換器【「非再生熱交換器」は，昭和 50 年 6 月 5 日

付け 50 資庁第 4488 号にて認可された工事計画

の添付図面「第 2-4 図 原子炉冷却材浄化系非

再生熱交換器組立断面図」による】

「３．補正前後比較表」による。 

追加する。「４．補正内容を反映し

た書類」による。 

追加する。「４．補正内容を反映し

た書類」による。 

「３．補正前後比較表」による。 

「３．補正前後比較表」による。 

「３．補正前後比較表」による。 

追加する。「４．補正内容を反映し

た書類」による。 

追加する。「４．補正内容を反映し

た書類」による。 
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２．補正を必要とする理由を記載した書類 

 

 

補正を必要とする理由 

 令和 5 年 4 月 7 日付け発室発第 4 号にて申請した設計及び工事計画認可申請書（令和 5

年 6 月 9 日付け発室発第 42 号にて一部補正）について，記載の見直し及び必要な書類の

追加を行うため，「Ⅴ-1 説明書」，「Ⅴ-2 耐震性に関する説明書」及び「Ⅴ-6 図面」を

補正する。 
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３．補正前後比較表 
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東海第二発電所 設計及び工事計画認可申請書の一部補正 補正前後比較表 

【Ⅴ-1-1-4-8-3-9】設定根拠に関する説明書（二酸化炭素ボンベ） 

変更前（2023 年 4 月 7 日申請） 変更後 変更理由 

記載の見直し 
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東海第二発電所 設計及び工事計画認可申請書の一部補正 補正前後比較表 

【Ⅴ-1-1-4-8-3-9】設定根拠に関する説明書（二酸化炭素ボンベ） 

変更前（2023 年 4 月 7 日申請） 変更後 変更理由 

記載の見直し 
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東海第二発電所 設計及び工事計画認可申請書の一部補正 補正前後比較表 

【Ⅴ-2-別添 1-7】二酸化炭素ボンベ設備の耐震計算書 

変更前（2023 年 4 月 7 日申請） 変更後 変更理由 

記載の見直し 
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東海第二発電所 設計及び工事計画認可申請書の一部補正 補正前後比較表 

【Ⅴ-2-別添 1-7】二酸化炭素ボンベ設備の耐震計算書 

 

変更前（2023 年 4 月 7 日申請） 変更後 変更理由 

   

 

記載の見直し 
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東海第二発電所 設計及び工事計画認可申請書の一部補正 補正前後比較表 

【Ⅴ-2-別添 1-7】二酸化炭素ボンベ設備の耐震計算書 

変更前（2023 年 4 月 7 日申請） 変更後 変更理由 

記載の見直し 
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東海第二発電所 設計及び工事計画認可申請書の一部補正 補正前後比較表 

【Ⅴ-2-別添 1-7】二酸化炭素ボンベ設備の耐震計算書 

 

変更前（2023 年 4 月 7 日申請） 変更後 変更理由 

  

 

 

記載の見直し 
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東海第二発電所 設計及び工事計画認可申請書の一部補正 補正前後比較表 

【Ⅴ-2-別添 1-8】二酸化炭素供給選択弁の耐震計算書 

変更前（2023 年 4 月 7 日申請） 変更後 変更理由 

記載の見直し 
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東海第二発電所 設計及び工事計画認可申請書の一部補正 補正前後比較表 

【Ⅴ-2-別添 1-8】二酸化炭素供給選択弁の耐震計算書 

変更前（2023 年 4 月 7 日申請） 変更後 変更理由 

記載の見直し 
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東海第二発電所 設計及び工事計画認可申請書の一部補正 補正前後比較表 

【Ⅴ-2-別添 1-8】二酸化炭素供給選択弁の耐震計算書 

 

変更前（2023 年 4 月 7 日申請） 変更後 変更理由 

  

 

 

記載の見直し 
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東海第二発電所 設計及び工事計画認可申請書の一部補正 補正前後比較表 

【Ⅴ-2-別添 1-9】二酸化炭素消火設備制御盤の耐震計算書 

変更前（2023 年 4 月 7 日申請） 変更後 変更理由 

記載の見直し 
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東海第二発電所 設計及び工事計画認可申請書の一部補正 補正前後比較表 

【Ⅴ-2-別添 1-9】二酸化炭素消火設備制御盤の耐震計算書 

 

変更前（2023 年 4 月 7 日申請） 変更後 変更理由 

  

 

 

記載の見直し 
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東海第二発電所 設計及び工事計画認可申請書の一部補正 補正前後比較表 

【Ⅴ-2-別添 1-9】二酸化炭素消火設備制御盤の耐震計算書 

変更前（2023 年 4 月 7 日申請） 変更後 変更理由 

記載の見直し 
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４．補正内容を反映した書類 
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Ⅴ．添付書類 
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目次 

 

Ⅴ-1 説明書 

Ⅴ-1-1-4-8-3-9 設定根拠に関する説明書（二酸化炭素ボンベ） 

Ⅴ-1-1-4-3-43 設定根拠に関する説明書（原子炉補機冷却系 原子炉補機冷却系熱交

換器） 

Ⅴ-1-1-4-3-44 設定根拠に関する説明書（原子炉冷却材浄化系 非再生熱交換器） 

 

Ⅴ-2 耐震性に関する説明書 

Ⅴ-2-別添 1-7 二酸化炭素ボンベ設備の耐震計算書 

Ⅴ-2-別添 1-8 二酸化炭素供給選択弁の耐震計算書 

Ⅴ-2-別添 1-9 二酸化炭素消火設備制御盤の耐震計算書 

 

Ⅴ-6 図面 

・原子炉冷却系統施設 原子炉補機冷却設備（原子炉補機冷却系）の構造図 原子炉補

機冷却系熱交換器 

【「原子炉補機冷却系熱交換器」は，昭和 49 年 12 月 3 日付け 49 資庁第 19356 号に

て認可された工事計画の添付図面「第 2-1-2 図 原子炉補機冷却系熱交換器組立断

面図」による】 

・原子炉冷却系統施設 原子炉冷却材浄化設備（原子炉冷却材浄化系）の構造図 非再

生熱交換器 

【「非再生熱交換器」は，昭和 50 年 6 月 5 日付け 50 資庁第 4488 号にて認可された

工事計画の添付図面「第 2-4 図 原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器組立断面図」に

よる】 
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Ⅴ-1-1-4-8-3-9 設定根拠に関する説明書 

（二酸化炭素ボンベ）
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名 称 
二酸化炭素ボンベ 

（非常用ディーゼル発電機室用） 

容 量 L/個 82.5 以上（82.5） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 10.8 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 70 

【設定根拠】 

（概要） 

その他発電用原子炉の附属施設のうち火災防護設備として使用する二酸化炭素ボンベ

は，以下の機能を有する。 

 

設計基準対象施設として使用する二酸化炭素ボンベは，発電所内に発生した火災により

発電用原子炉施設の安全性が損なわれないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を行う

ために設置する。 

系統構成は，二酸化炭素ガスの供給源である二酸化炭素ボンベにより，消火に必要な量

の二酸化炭素ガスを火災区域又は火災区画に噴射することで，火災を早期に消火できる設

計とする。 

 

1. 容量の設定根拠 

  設計基準対象施設として使用する二酸化炭素ボンベは，高圧ガス保安法の適合品である

一般汎用型の二酸化炭素ボンベを使用することから，当該ボンベの容量はメーカにて定め

た容量である 82.5 L/個以上とする。 

 

 公称値については，要求される容量と同じ 82.5 L/個とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

  設計基準対象施設として使用する二酸化炭素ボンベの最高使用圧力は，高圧ガス保安法

の適合品であるボンベにて実績を有する充てん圧力である 10.8 MPa とする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

 設計基準対象施設として使用する二酸化炭素ボンベの最高使用温度は，高圧ガス保安法

に基づき 40 ℃とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

設計基準対象施設として使用する二酸化炭素ボンベの個数は，非常用ディーゼル発電機

室に設置する二酸化炭素ボンベにて消火する火災区域又は火災区画のうち，最も多くの二

酸化炭素を必要とする火災区域又は火災区画の必要ボンベ本数を基に設定する。また，容

器弁の単一故障を考慮し，消防法で要求される必要ボンベ個数＊1より1個多くボンベを設置 
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する設計とする。 

なお，二酸化炭素ボンベ設置個数を表１に示す。 

表 1 二酸化炭素ボンベ（非常用ディーゼル発電機室用）設置個数 

消火対象 
消防法で要求される 

必要ボンベ個数＊1 
設置個数＊2 

非常用ディーゼル発電機 2C 室用 69 

70 

非常用ディーゼル発電機 2D 室用 69 

注記 ＊1：消防法施行規則第 19 条第 4 項第一号のイにおいて定められている消火に必要

な二酸化炭素ガス量に基づき算出した個数を示す。 

＊2：非常用ディーゼル発電機室は，非常用ディーゼル発電機2C室及び非常用ディー

ゼル発電機 2D 室から構成されており，選択弁にて消火を要する対象室に消火剤

を供給するため，設置個数は１室分とする。 
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Ⅴ-1-1-4-3-43 設定根拠に関する説明書 

（原子炉補機冷却系 原子炉補機冷却系熱交換器） 
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名 称 原子炉補機冷却系熱交換器 

容 量 （設計熱交換量） MW/個 （14.9） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 管側 0.86／胴側 0.86 

最 高 使 用 温 度 ℃ 管側 66／胴側 66 

伝 熱 面 積 m2/個 以上（1722） 

個 数 ― 3

【設定根拠】 

（概要） 

 原子炉補機冷却系熱交換器は，設計基準対象施設として，原子炉補機冷却系に接続されてい

る各補機で発生した熱負荷を除去するために設置する。 

1. 容量の設定根拠

設計基準対象施設として使用する原子炉補機冷却系熱交換器の容量は，原子炉補機冷却系

に接続されている各補機で発生する熱負荷の合計以上とし，  MW/個以上とする。 

公称値については，要求される容量  MW/個より 14.9 MW/個とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 管側の最高使用圧力 0.86 MPa 

 設計基準対象施設として使用する原子炉補機冷却系熱交換器の管側の最高使用圧力は，

主配管「補機冷却系海水ストレーナ～弁 7-11W1A，B，C」の最高使用圧力と同じ 0.86 MPa と

する。 

2.2 胴側の最高使用圧力 0.86 MPa 

 設計基準対象施設として使用する原子炉補機冷却系熱交換器の胴側の最高使用圧力は，

主配管「燃料プール冷却浄化系熱交換器及び原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器～原子炉

補機冷却系熱交換器」の最高使用圧力と同じ 0.86 MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 管側の最高使用温度 66 ℃ 

設計基準対象施設として使用する原子炉補機冷却系熱交換器の管側の最高使用温度は，

補機冷却系海水系配管の最高使用温度に余裕を考慮し，66 ℃とする。 

3.2 胴側の最高使用温度 66 ℃ 

設計基準対象施設として使用する原子炉補機冷却系熱交換器の胴側の最高使用温度は，

原子炉補機冷却系配管の最高使用温度と同じ 66 ℃とする。 

4. 伝熱面積の設定根拠

24
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 設計基準対象施設として使用する原子炉補機冷却系熱交換器の伝熱面積は，設計熱交換量

14.9 MW/個を満足するために必要な伝熱面積 1272 m2/個を上回る  m2/個以上とする。 

公称値については，要求される伝熱面積である  m2/個を上回る 1722 m2/個とする。 

5. 個数の設定根拠

設計基準対象施設として使用する原子炉補機冷却系熱交換器は，原子炉補機冷却系に接続

されている各補機で発生した熱負荷を除去するために必要な個数である 2 個を，故障時及び

保守点検による待機除外を考慮し，合計 3 個設置する。 
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Ⅴ-1-1-4-3-44 設定根拠に関する説明書 

（原子炉冷却材浄化系 非再生熱交換器） 
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名 称 非再生熱交換器 

容 量 （設計熱交換量） MW/個 （8.84） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 管側 9.79／胴側 0.86 

最 高 使 用 温 度 ℃ 管側 302／胴側 188 

伝 熱 面 積 m2/個 （144/1 胴×2 胴） 

個 数 ― 1

【設定根拠】 

（概要） 

 原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器は，設計基準対象施設として，原子炉冷却材浄化系再生

熱交換器と併せて炉水を原子炉冷却材浄化系フィルタ脱塩器の運転温度まで冷却するために

設置する。 

1. 容量の設定根拠

設計基準対象施設として使用する原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器の容量は，原子炉冷

却材浄化系再生熱交換器と併せて炉水を原子炉冷却材浄化系フィルタ脱塩器の運転温度まで

冷却可能な容量とし，  MW/個以上とする。 

公称値については，要求される容量  MW/個より 8.84 MW/個とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 管側の最高使用圧力 9.79 MPa 

 設計基準対象施設として使用する原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器の管側の最高使用

圧力は，原子炉冷却材浄化系フィルタ脱塩器の最高使用圧力と同じ 9.79 MPa とする。 

2.2 胴側の最高使用圧力 0.86 MPa 

 設計基準対象施設として使用する原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器の胴側の最高使用

圧力は，主配管「原子炉補機冷却系ポンプ～燃料プール冷却浄化系熱交換器及び原子炉冷却

材浄化系非再生熱交換器」の最高使用圧力と同じ 0.86 MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1 管側の最高使用温度 302 ℃ 

設計基準対象施設として使用する原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器の管側の最高使用

温度は，原子炉冷却材浄化系配管の最高使用温度と同じ 302 ℃とする。 

3.2 胴側の最高使用温度 188 ℃ 

設計基準対象施設として使用する原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器の胴側の最高使用

温度は，原子炉補機冷却系配管の最高使用温度に余裕を考慮し，188 ℃とする。 
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4. 伝熱面積の設定根拠 

 設計基準対象施設として使用する原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器の伝熱面積は，設計

熱交換量 8.84 MW/個を満足するために必要な伝熱面積 99 m2/1 胴×2 胴を上回る

とする。 

 

公称値については，要求される伝熱面積である を上回る 144 m2/1 胴×2

胴とする。 

 

5. 個数の設定根拠 

 設計基準対象施設として使用する原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器は，原子炉冷却材浄

化系再生熱交換器と併せて炉水を原子炉冷却材浄化系フィルタ脱塩器の運転温度まで冷却す

るために必要な個数として 1 個設置する。 
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-別添 1-1 火災防護設備の耐震計算の方針」（以下「別添 1-1」

という。）に示すとおり，二酸化炭素ボンベ設備が設計用地震力に対して十分な構造強度及び動

的機能を有しており，火災を早期に消火する機能を保持することを確認するものである。 

2. 一般事項

2.1 構造計画  

構造計画として設定している設備について，既工事計画から変更はないが，二酸化炭素ボン

ベ設備の据付場所及び床面高さが変更になる。 

3. 固有値解析及び構造強度評価

固有値解析及び構造強度評価については，既工事計画から変更はない。

3.1 固有値解析及び構造強度評価方法 

3.1.1 固有値解析方法 

① 二酸化炭素ボンベ設備の解析方法

二酸化炭素ボンベ設備の解析方法については，既工事計画から変更はない。

② 容器弁の解析方法

容器弁の解析方法については，既工事計画から変更はない。

3.1.2 構造強度評価方法 

構造強度評価方法ついては，既工事計画から変更はない。 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

荷重の組合せ及び許容応力については，既工事計画から変更はない。 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

荷重の組合せ及び許容応力状態については，既工事計画から変更はない。 

3.2.2 許容応力及び許容応力評価条件 

許容応力及び許容応力評価条件については，既工事計画から変更はない。 

3.3 解析モデル及び諸元 

解析モデル及び諸元については，既工事計画から変更はない。 
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3.4 固有周期 

固有周期については，既工事計画から変更はない。 

3.4.1 二酸化炭素ボンベ設備 

二酸化炭素ボンベ設備については，既工事計画から変更はない。 

3.4.2 容器弁 

容器弁については，既工事計画から変更はない。 

3.5 設計用地震力 

設計用地震力については，既工事計画から変更はない。 

4. 機能維持評価

4.1 動的機能維持評価方法 

動的機能維持評価方法については，既工事計画から変更はない。 
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5. 評価結果

二酸化炭素ボンベ設備の構造強度評価結果及び機能維持評価結果を以下に示す。なお，発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有しているこ

とを確認した。  

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁の表に示す。
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-別添 1-1 火災防護設備の耐震計算の方針」（以下「別添 1-1」と

いう。）に示すとおり，二酸化炭素供給選択弁ユニットが設計用地震力に対して十分な構造強度及

び動的機能を有しており，火災を早期に消火する機能を保持することを確認するものである。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

構造計画として設定している設備について，既工事計画から変更はないが，二酸化炭素供給

選択弁ユニットの据付場所及び床面高さが変更になる。 

3. 固有値解析及び構造強度評価

固有値解析及び構造強度評価については，既工事計画から変更はない。

3.1 固有値解析及び構造強度評価方法 

3.1.1 固有値解析方法 

① 二酸化炭素供給選択弁ユニットの解析方法

二酸化炭素供給選択弁ユニットの解析方法については，既工事計画から変更はない。

② 選択弁の解析方法

選択弁の解析方法については，既工事計画から変更はない。

3.1.2 構造強度評価方法 

構造強度評価方法については，既工事計画から変更はない。 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

荷重の組合せ及び許容応力については，既工事計画から変更はない。 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

荷重の組合せ及び許容応力状態については，既工事計画から変更はない。 

3.2.2 許容応力及び許容応力評価条件 

許容応力及び許容応力評価条件については，既工事計画から変更はない。 

3.3 解析モデル及び諸元 

解析モデル及び諸元については，既工事計画から変更はない。 
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3.4 固有周期 

固有周期については，既工事計画から変更はない。 

 

3.4.1 二酸化炭素供給選択弁ユニット 

二酸化炭素供給選択弁ユニットについては，既工事計画から変更はない。 

 

3.4.2 選択弁 

選択弁については，既工事計画から変更はない。 

 

3.5 設計用地震力 

設計用地震力については，既工事計画から変更はない。 

 

4. 機能維持評価 

4.1 動的機能維持評価方法 

動的機能維持評価方法については，既工事計画から変更はない。 
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5. 評価結果

二酸化炭素供給選択弁ユニットの構造強度評価結果及び機能維持評価結果を以下に示す。なお，

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有して

いることを確認した。  

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁の表に示す。
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-別添 1-1 火災防護設備の耐震計算の方針」（以下「別添 1-1」

という。）に示すとおり，二酸化炭素消火設備制御盤が設計用地震力に対して十分な構造強度及

び電気的機能を有しており，火災を早期に感知する機能を保持することを確認するものである。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

構造計画として設定している設備について，既工事計画から変更はないが，二酸化炭素消火

設備制御盤の据付場所及び床面高さが変更になる。 

3. 固有周期

3.1 解析方法 

解析方法について，既工事計画から変更はない。 

3.2 固有値解析結果 

固有値解析結果については，既工事計画から変更はない。 

3.3 設計用地震力 

設計用地震力については，既工事計画から変更はない。 

4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

構造強度評価方法については，既工事計画から変更はない。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

荷重の組合せ及び許容応力については，既工事計画から変更はない。 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

荷重の組合せ及び許容応力状態については，既工事計画から変更はない。 

4.2.2 許容応力及び許容応力評価条件 

許容応力及び許容応力評価条件については，既工事計画から変更はない。 

5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

電気的機能維持評価方法については，既工事計画から変更はない。 
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6. 評価結果

二酸化炭素消火設備制御盤の構造強度評価結果及び機能維持評価結果を以下に示す。なお，発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有して

いることを確認した。  

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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